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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注)  １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在し 

    ないため記載しておりません。 

３ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載 

    しておりません。 

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

第１四半期連結 
累計(会計)期間

第73期
第１四半期連結 
累計(会計)期間

第72期

会計期間
自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日

自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日

自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日

売上高 (百万円) 28,172 25,815 121,145 

経常利益 (百万円) 3,251 2,508 14,585 

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,032 1,503 8,099 

純資産額 (百万円) 56,697 61,475 61,357 

総資産額 (百万円) 82,848 88,268 90,945 

１株当たり純資産額 (円) 1,349.86 1,451.07 1,448.17 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 49.50 35.64 193.97 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 67.2 69.3 67.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,213 △81 16,937 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △430 △1,013 △2,655

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,022 △1,479 △2,023

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 15,770 24,619 27,204 

従業員数 (名) 4,455 5,296 5,076 
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注)  従業員は就業人員数であり、期間社員及びパートタイマーを含んでおります。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注)  従業員は就業人員数であり、期間社員及びパートタイマーを含んでおります。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成23年３月31日現在

従業員数(名) 5,296 

 平成23年３月31日現在

従業員数(名) 1,698 

― 3 ―



第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２  金額は、製造原価(販売価格)によっております。 

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

コンポーネント 14,362 ―

電子情報機器 8,506 ―

その他 237 ―

合計 23,106 ―

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

コンポーネント 15,370 ― 10,889 ―

電子情報機器 8,566 ― 6,935 ―

その他 2,819 ― 2,614 ―

合計 26,755 ― 20,439 ―
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(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

コンポーネント 14,248 ―

電子情報機器 8,687 ―

その他 2,878 ―

合計 25,815 ―

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

キヤノン㈱ 14,518 51.5 12,639 49.0 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日～平成23年３月31日）の経済情勢は、欧米は堅調な輸出

を背景に回復基調で推移し、アジアでは中国を中心に高い成長率が続きました。国内の景気は、雇用情勢

が依然厳しいながらも、企業業績は緩やかな回復軌道にありましたが、本年３月11日に発生した東日本大

震災は電力供給や物流網をはじめとする社会インフラに深刻な打撃をあたえ、今後の日本経済に多大な影

響を及ぼしつつあります。 

 当社グループ関連市場においては、デジタルカメラ市場は一眼レフタイプを中心に、前年に引き続き好

調に推移しました。また、ドキュメントスキャナーは、スキャニング業務の分散化によるコンパクトタイ

プのスキャナー需要が伸びました。一方、情報関連市場は、厳しい状況で推移しました。 

このような環境下において当社グループは、世界トップレベルの高収益企業を目指し、全社を挙げた生

産性向上活動、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）環境活動を積極的に推し進めてまいりまし

た。 

 これらの結果、当第１四半期連結会計期間の連結売上高は258億15百万円(前年同期比8.4％減)、連結経

常利益は25億８百万円(前年同期比22.9％減)、連結四半期純利益は15億３百万円(前年同期比26.0％減)と

なりました。 

 

 セグメントごとの状況につきましては、コンポーネント部門では、シャッターユニットはデジタル一眼

レフカメラタイプが前期に引き続き旺盛な需要を受けて好調に推移しました。一方、絞りユニットはムー

ビー用タイプの市場の停滞により低調となりました。 

 これらの結果、当部門の売上高は142億48百万円、セグメント利益は16億15百万円となりました。 

 電子情報機器部門では、ドキュメントスキャナーは、円高による影響を受けましたが、アジア及び欧州

への積極的な販売活動により堅調に推移しました。レーザープリンターは、販売数量が減少したことによ

り、減収となりました。 

 これらの結果、当部門の売上高は86億87百万円、セグメント利益は８億65百万円となりました。 

 その他の事業セグメントでは、システム関連投資の回復が遅れていることにより厳しい状況で推移しま

した。 

 これらの結果、当部門の売上高は28億78百万円、セグメント利益は２百万円となりました。  

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は882億68百万円となり、前連結会計年度末に比べ26億76

百万円減少しました。主な内容は、現金及び預金の減少、並びに受取手形及び売掛金の減少によるもので

す。 

 負債は267億92百万円となり、前連結会計年度末に比べ27億94百万円減少しました。主な内容は、未払

法人税等の減少によるものです。 

 純資産は614億75百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億18百万円増加しました。主な内容は、四

半期純利益の増加によるものです。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間においては、主に棚卸資産の増加、法人税の支払等により、営業キャッシ

ュ・フローは81百万円の支出（前年同期は22億13百万円の収入）となりました。また投資キャッシュ・フ

ローは新製品投資および生産能力増強のための設備投資を中心に10億13百万円の支出(前年同期は４億30

百万円の支出)となり、フリーキャッシュ・フローは10億95百万円の支出（前年同期は17億83百万円の収

入）となりました。一方、財務キャッシュ・フローは配当金の支払等により14億79百万円の支出(前年同

期は10億22百万円の支出)となり、これらの結果、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残

高は246億19百万円となり、前連結会計年度末に比べ25億84百万円減少しました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は707百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。  
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

  

② 【発行済株式】 

 
  

(注) 提出日現在発行数には、平成23年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,206,540 42,206,540 
東京証券取引所
（市場第一部） 

単元株式数 
100株

計 42,206,540 42,206,540 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株とする。 

  新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により株式数を調整し、調

整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

 
２ 新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、

新株予約権の行使の場合は、行使価額の調整は行わない。 

 
なお、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとす

る。 

  

平成20年３月27日 定時株主総会

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成23年３月31日)

新株予約権の数(個) 5,150(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 単元株式数100株

新株予約権の目的となる株式の数(株) 515,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,568(注)２

新株予約権の行使期間 平成22年５月１日～平成26年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   2,568 
資本組入額  1,284

新株予約権の行使の条件 

１ １個の新株予約権につき一部行使はできない。
２ 新株予約権者は、当社第69期定時株主総会終結後

２年内の最終の決算期に関する定時株主総会の終
結まで、取締役、執行役員または従業員等である
ことを要す。 

３ 新株予約権者は、取締役、執行役員または従業等
の地位を失った後も２年間かつ行使期間内におい
て、新株予約権を行使することができる。ただ
し、自己都合による退任もしくは退職または解任
もしくは解雇により、その地位を失った場合は、
新株予約権は即時失効する。 

４ 新株予約権の相続はこれを認めない。 
５ その他の行使条件については、当社取締役会によ

り定めるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要する。 

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割または併合の比率

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割または株式併合の比率

 

調整後行使価額

 

＝

 

調整前行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができませんので、直前の基準日である平成22年12月31日の株主名簿により記載して

おります。 

① 【発行済株式】 

平成22年12月31日現在 

 
(注) １ 完全議決権株式（その他）の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株（議決権16個）含まれており

ます。 

２ 単元未満株式には、当社所有の自己株式34株が含まれております。 

  

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年３月31日 ― 42,206,540 ─ 4,969 ― 9,595 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 
33,100 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式

41,877,000 
418,770 同上 

単元未満株式 
普通株式
296,440 

― 同上 

発行済株式総数 42,206,540 ― ― 

総株主の議決権 ― 418,770 ― 
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② 【自己株式等】 

平成22年12月31日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注)  最高・最低株価については、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

  

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
キヤノン電子株式会社 

埼玉県秩父市下影森1248 33,100 ─ 33,100 0.1 

計 ― 33,100 ─ 33,100 0.1 

２ 【株価の推移】

月別
平成23年 
１月

 
２月

 
３月

最高(円) 2,329 2,505 2,541 

最低(円) 2,214 2,297 1,608 

３ 【役員の状況】

― 12 ―



第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第１四半期連結会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成22年１月

１日から平成22年３月31日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31

日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年3月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 24,619 27,204

受取手形及び売掛金 17,329 19,437

リース投資資産 181 121

商品及び製品 1,277 1,308

仕掛品 ※３  4,642 3,363

原材料及び貯蔵品 179 135

繰延税金資産 972 716

その他 1,665 1,376

貸倒引当金 △21 △21

流動資産合計 50,846 53,641

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 14,275 14,027

機械装置及び運搬具（純額） 2,514 2,741

工具、器具及び備品（純額） 1,963 2,012

土地 12,548 12,537

建設仮勘定 262 248

有形固定資産合計 ※１  31,565 ※１  31,568

無形固定資産   

のれん 567 632

その他 1,090 1,141

無形固定資産合計 1,657 1,774

投資その他の資産   

投資有価証券 1,392 1,168

繰延税金資産 1,861 1,862

その他 962 952

貸倒引当金 △18 △23

投資その他の資産合計 4,198 3,960

固定資産合計 37,421 37,303

資産合計 88,268 90,945
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年3月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 18,058 18,441

リース債務 49 31

未払費用 872 1,320

未払法人税等 1,232 3,877

設備関係支払手形 541 461

賞与引当金 1,684 430

役員賞与引当金 12 52

受注損失引当金 ※３  97 5

その他 1,051 1,826

流動負債合計 23,599 26,447

固定負債   

リース債務 129 87

退職給付引当金 2,651 2,636

役員退職慰労引当金 319 321

永年勤続慰労引当金 42 45

繰延税金負債 46 44

負ののれん 3 3

その他 0 0

固定負債合計 3,193 3,139

負債合計 26,792 29,587

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,969 4,969

資本剰余金 9,595 9,595

利益剰余金 47,255 47,228

自己株式 △72 △70

株主資本合計 61,748 61,722

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 122 107

繰延ヘッジ損益 △4 －

為替換算調整勘定 △670 △755

評価・換算差額等合計 △552 △648

新株予約権 244 249

少数株主持分 35 34

純資産合計 61,475 61,357

負債純資産合計 88,268 90,945
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 28,172 25,815

売上原価 22,095 20,849

売上総利益 6,077 4,966

販売費及び一般管理費 ※１  2,919 ※１  2,681

営業利益 3,157 2,285

営業外収益   

受取利息及び配当金 4 6

為替差益 87 187

受取賃貸料 17 8

雑収入 31 25

営業外収益合計 141 227

営業外費用   

支払利息 1 0

持分法による投資損失 4 －

投資事業組合運用損 18 2

株式事務委託解約損 18 －

雑損失 3 1

営業外費用合計 46 4

経常利益 3,251 2,508

特別利益   

投資有価証券売却益 － 15

貸倒引当金戻入額 2 1

関係会社清算益 1 －

新株予約権戻入益 － 4

特別利益合計 3 21

特別損失   

固定資産除売却損 13 0

投資有価証券評価損 42 0

事務所移転費用 5 －

固定資産臨時償却費 93 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16

特別損失合計 155 16

税金等調整前四半期純利益 3,100 2,513

法人税、住民税及び事業税 1,557 1,274

法人税等調整額 △439 △266

法人税等合計 1,117 1,008

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,504

少数株主利益又は少数株主損失（△） △49 1

四半期純利益 2,032 1,503
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,100 2,513

減価償却費 1,038 842

固定資産臨時償却費 93 －

のれん償却額 117 65

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,219 1,253

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18 △40

受注損失引当金の増減額（△は減少） － 91

退職給付引当金の増減額（△は減少） 46 14

受取利息及び受取配当金 △4 △6

支払利息 1 0

有形固定資産除売却損益（△は益） 13 0

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 42 △15

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16

売上債権の増減額（△は増加） △1,242 2,167

たな卸資産の増減額（△は増加） 44 △1,292

仕入債務の増減額（△は減少） 960 △483

その他 △899 △1,355

小計 4,514 3,774

利息及び配当金の受取額 0 6

利息の支払額 △1 △0

法人税等の支払額 △2,299 △3,861

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,213 △81

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △445 △761

無形固定資産の取得による支出 △42 △23

投資有価証券の取得による支出 △0 △248

投資有価証券の売却による収入 0 29

貸付金の回収による収入 49 0

その他 8 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー △430 △1,013

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △1,021 △1,478

その他 △0 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,022 △1,479

現金及び現金同等物に係る換算差額 64 △9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 825 △2,584

現金及び現金同等物の期首残高 14,945 27,204

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  15,770 ※１  24,619
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

  

  

当第１四半期連結会計期間
(自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項の変更 

 (１) 連結の範囲の変更 

 旧株式会社ヒューマンライフマーケティングは、平成23年３月１日に旧株式会社通販工房を吸収合併し、 

 同日付にて株式会社通販工房に商号変更しております。そのため、当第１四半期連結会計期間より、旧株式 

 会社通販工房を連結の範囲から除外しております。 

 (２) 変更後の連結子会社の数 

 ９社 

 
２ 会計処理基準に関する事項の変更 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年 

 ３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年   

 ３月31日）を適用しております。 

  これに伴う当第１四半期連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

  

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

（四半期連結損益計算書関係） 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等 

 の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第１四半期連結累計期間 

 では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

 

当第１四半期連結会計期間
(自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日)

１ 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。 

  

２ 棚卸資産の評価方法 

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出につきましては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

  

３ 固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産につきましては、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。 

  

４ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、経営環境等の著しい変化が生じておらず、かつ、一時差

異等の発生状況について前連結会計年度末から大幅な変動がないと認められる場合には、前連結会計年度にお

いて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。なお、前連結会計

年度末以降に経営環境等に著しい変化が生じ、または、一時差異等の発生状況に大幅な変動が認められた場合

には、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響

を加味したものを利用する方法によっております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第１四半期連結累計期間 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償累計額 

                 42,107百万円 

 ２ 偶発債務 

     保証債務 

       従業員の住宅資金銀行借入金144百万円 

       につき連帯保証しております。 

※３ 仕掛品および受注損失引当金の表示 

   損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と 

  受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお 

  ります。 

   損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品の 

  うち、受注損失引当金に対応する額は55百万円であ 

  ります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                  41,337百万円 

 ２ 偶発債務 

     保証債務 

       従業員の住宅資金銀行借入金149百万円 

       につき連帯保証しております。 

  
────────

(自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日) 

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日)

※１ 販売費、一般管理費として計上した金額の主な費

目は次の通りであります。 

給与手当及び賞与 525百万円

役員報酬 142百万円

賞与引当金繰入額 212百万円

退職給付費用 144百万円

福利厚生費 159百万円

支払運賃 81百万円

賃借料 102百万円

減価償却費 213百万円

業務委託費 47百万円

特許関係費 231百万円

研究開発費 587百万円

のれんの当期償却額 117百万円

  

※１ 販売費、一般管理費として計上した金額の主な費

目は次の通りであります。 

 

給与手当及び賞与 435百万円

役員報酬 124百万円

賞与引当金繰入額 203百万円

退職給付費用 84百万円

福利厚生費 153百万円

支払運賃 81百万円

賃借料 41百万円

減価償却費 196百万円

業務委託費 38百万円

特許関係費 197百万円

研究開発費 707百万円

のれんの当期償却額 65百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(自  平成22年１月１日 
至  平成22年３月31日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日 
至  平成23年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間

※１  現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間 

 末残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記され 

 ている科目の金額との関係 

     現金及び現金同等物の四半期末残高は、四半期連

結貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘定と

一致しております。 

 

※１  現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間 

 末残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記され 

 ている科目の金額との関係 

  
同左
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(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成23年３月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  

至  平成23年３月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数 

 
  

２．自己株式の種類及び株式数 

 
  

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高等 

 
  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

５．株主資本の著しい変動 

  株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 42,206,540 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 33,795 

会社名 内訳
当第１四半期

連結会計期間末残高 
(百万円)

提出会社 ストック・オプションとしての新株予約権 244 

合計  244 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月29日
定時株主総会 

普通株式 1,476 35.00 平成22年12月31日 平成23年３月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日) 

  

 
  

(注) 1. 事業区分の方法 

  売上集計区分を事業区分としております。 

2. 各事業区分の主要製品 

  コンポーネント……磁気コンポーネント・レーザースキャナーユニット 

  電子情報機器他……ドキュメントスキャナー・ハンディターミナル・レーザープリンター 

精密加工・情報セキュリティ・顧客情報管理システム 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

  

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  

【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日) 

  

 
(注) 1. 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米……アメリカ、カナダ 

欧州……イギリス、ドイツ、フランス 

アジア他……台湾、中国、マレーシア 

2. 海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 
コンポーネント

(百万円)
電子情報機器他

(百万円)
計(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高   

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 14,809 13,363 28,172 ― 28,172 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 34 242 276 (276) ―

計 14,843 13,606 28,449 (276) 28,172 

営業利益 2,257 1,084 3,342 (184) 3,157 

 北米 欧州 アジア他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,675 960 2,768 5,404 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 28,172 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 5.9 3.4 9.9 19.2 
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【セグメント情報】 

  

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。  

当社グループは、製品の種類、製造方法、販売市場の類似性を基に「コンポーネント」、「電子情報機

器」の２つを報告セグメントとしております。  

「コンポーネント」は、材料から一貫して生産までを行い、主にセットメーカー向けのユニット部品を

製造および販売しております。「電子情報機器」は、主に情報システム機器の最終消費者向け製品を組立

製造および販売しております。 

なお、各報告セグメントの主な製品及びサービスは以下のとおりです。  

 コンポーネント・・・・シャッターユニット、絞りユニット、レーザースキャナーユニット 

 電子情報機器 ・・・・ドキュメントスキャナー、ハンディターミナル、レーザープリンター 

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日) 

 
  (注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主にソフトウェアの開発・ 

      販売、ITソリューション等を含んでおります。  

    ２． セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

    ３． セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  
 (追加情報) 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準 第17号

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

  

  

    

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ３コンポーネント 電子情報機器 計

売上高    

  外部顧客への売上高 14,248 8,687 22,936 2,878 25,815 ― 25,815 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 19 207 227 67 294 △294 ―

計 14,267 8,895 23,163 2,946 26,110 △294 25,815 

セグメント利益 1,615 865 2,480 2 2,483 △197 2,285 
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(金融商品関係) 

 金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

が認められません。 

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日） 

対象物の種類が通貨関連のデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっ

ており、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認めら

れます。 

  
 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

 
(注) １ 時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

 ２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。  

  

(資産除去債務関係) 

著しい変動がないため、記載を省略しております。 

  

種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

為替予約取引 

 売建 

  米ドル 1,069 1,080 △11

  ユーロ 1,300 1,333 △33

合計 2,369 2,414 △44
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(賃貸等不動産関係) 

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動が認められません。  

  

(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  
２  １株当たり四半期純利益金額等 

第１四半期連結累計期間 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、

  記載しておりません。 

   ２ １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

     
  

 
  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年12月31日)

  

 1,451.07円
 

1,448.17円

項目
当第１四半期
連結会計期間末 

(平成23年３月31日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 61,475 61,357 

普通株式に係る純資産額(百万円) 61,195 61,074 

差額の主な内訳(百万円) 

  新株予約権  244 249 

  少数株主持分 35 34 

普通株式の発行済株式数(株) 42,206,540 42,206,540 

普通株式の自己株式数(株) 33,795 33,134 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 42,172,745 42,173,406 

(自  平成22年１月１日 
至  平成22年３月31日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日 
至  平成23年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 49.50円

 
 

１株当たり四半期純利益金額 35.64円

 

項目 (自  平成22年１月１日 
至  平成22年３月31日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日 
至  平成23年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,032 1,503 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,032 1,503 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 41,055,366 42,173,071 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要 

― ―
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(重要な後発事象) 

当第１四半期連結会計期間（自 平成23年１月1日 至 平成23年３月31日）  

退職給付制度の変更について  

当社が従来採用しておりました確定給付型の企業年金基金制度については、平成23年４月１日をも

って、確定拠出型年金制度、市場金利連動型年金（類似キャッシュバランスプラン）制度及び退職一

時金制度へと移行しております。また、平成23年１月25日付で厚生労働省への許可申請を行っており

ます。 

 上記移行に伴い、退職給付債務(過去勤務債務）は1,913百万円減少し、当該過去勤務債務を平均残

存勤務期間である17年で償却する予定であります。その結果、当連結会計年度の損益に与える影響は

84百万円の見込みであります。 

  

(リース取引関係) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成20年12月31日までの連結会計年度に属する取

引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間

末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため記載しており

ません。 

  

 該当事項はありません。 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年５月13日

キヤノン電子株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているキ

ヤノン電子株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、キヤノン電子株式会社及び連結子会社の平

成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなか

った。 

  
追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年５月１日にイーシステム株式会社を完全子

会社とする株式交換を実施した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  中  山  清  美  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  鈴  木  博  貴  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  薄  井    誠    ㊞ 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成23年５月13日

キヤノン電子株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているキ

ヤノン電子株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平

成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、キヤノン電子株式会社及び連結子会社の平

成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなか

った。 

  

追記情報   

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成23年４月１日に退職給付制度を変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

 

  
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  中  山  清  美  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  鈴  木  博  貴  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  薄  井    誠    ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年５月13日 

【会社名】 キヤノン電子株式会社 

【英訳名】 CANON ELECTRONICS INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  酒 巻   久 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 埼玉県秩父市下影森1248番地 

【縦覧に供する場所】 キヤノン電子株式会社東京本社 

  （東京都港区芝公園三丁目５番10号） 

 株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



当社代表取締役社長である酒巻 久は、当社の第73期第１四半期(自 平成23年１月１日 至 平成23

年３月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認い

たしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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